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議 題
（１）マンション管理適正化推進計画の策定について
► 前回審議会を踏まえた修正箇所
► パブリックコメントの実施結果
► 今後のスケジュール

（２）マンション管理計画認定制度について
► 制度概要・申請手法
► 今後のスケジュール・周知方法
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（１）マンション管理適正化推進計画の策定について
前回審議会を踏まえた修正箇所①

■ 前回審議会のご意見を踏まえ、以下のとおり対応

■ ① 基本方針等においてマンションを取り巻く現状・課題等を補足
② 取組の方向性・内容の表現を修正
③「地域の視点」にもマンションの項目を追加

① 住宅の視点 基本目標３ 多世代にわたり暮らせる住宅ストックの形成
⇒マンションを取り巻く現状・課題を補足

資料２ P.55
マンションの適正管理が求められる背景を補足しながら、
「空き住戸の発生」や「修繕積立金の未払い」等の問題が発生しないマンション運営が必要である旨を追記

基本目標３ 多世代にわたり暮らせる住宅ストックの形成
現状・課題

前回審議会で
お示しした計画案

○マンション管理相談会では管理委託、管理組合に関する相談が主であり、
喫緊の問題にはなっておりませんが、今後はマンションの老朽化への対応も必要となります。

最終計画案
(今回審議会の計画案)

○現状市内では、築40年超の高経年マンションは少ない状況ですが、今後20年で築40年を超えるマンションは急増
する見込みです。マンションは区分所有であり、意思決定においては意識・価値観・経済力の異なる所有者間で
合意を図る必要がある等の特有の問題もあります。

適正な管理が行われない場合、住宅の設備の老朽化、資産価値の低下につながり、空き住戸の増加、修繕積立金
等の徴収に問題が発生するなどの悪循環が想定されます。市が実施しているマンション管理相談会では管理委託、
管理組合に関する相談が主であり、喫緊の問題にはなっていませんが、悪循環に陥らないためには、老朽化が進
む前から適正管理を行う体制づくりが重要であり、管理組合等への支援等に取り組む必要があります。

マンションの現状・課題等を補足（目指す姿を記載）
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（１）マンション管理適正化推進計画の策定について
前回審議会を踏まえた修正箇所②

住宅の視点 基本目標３
多世代にわたり暮らせる住宅ストックの形成
⇒取組の方向性・内容の表現を修正

地域の視点 基本目標５
地域の暮らしを支えるまちづくり
⇒マンションの項目を追加

③②

現
状
・
課
題

○現状市内では、築40年超の高経年マンションは少ない状況で
すが、今後20年で築40年を超えるマンションは急増する見込
みです。マンションは大規模な建物が多く、適正な管理がな
されなかった場合、地域への影響が大きくなることが懸念さ
れます。この影響を少なくするためにも、管理組合等による
マンションの適正管理を促す必要があります。

マンションは適正管理がなされなかった場合、
地域への影響が大きい可能性があるため、地域の視点にも追加

資料２ P.60
マンションの管理・運営支援の項目を再度整理
計画を踏まえ、適正管理の推進を包括的に記載

資料２ P.56

⑩マンションの管理・運営支援

○マンション管理相談の実施

○マンションの耐震診断費用の助成

◎マンション管理計画認定制度の実施

⑩マンションの管理・運営支援

◎マンションの適正管理の推進

○マンション管理相談の実施

○マンションの耐震診断費用の助成

前回審議会でお示しした計画案

最終計画案

マンションの適正管理の推進
マンション管理適正化推進計画に基づき、情報提供体制の構築や
マンション管理計画認定制度の実施等、マンションの管理組合等に
よる適正管理を促進するための取組を行います。

基本目標３ 多世代にわたり暮らせる住宅ストックの形成
基本方針（５）良質な住宅供給取り組みの方向性 基本目標５ 地域の暮らしを支えるまちづくり

適正管理の推進を包括的に記載

取
組
の
方
向
性

○特にマンションは建物の規模も大きく、居住する世帯も多い
ため、適正管理への取組がなされなかった場合には、当該マ
ンションだけではなく、地域に与える影響も大きくなること
が懸念されるため、適正管理を促進する取り組みを推進しま
す。

◎：新規施策

◎：新規施策

取
組
内
容

◎マンションの適正管理の推進
…マンション管理適正化推進計画に基づき、情報体制の構築

やマンション管理計画認定制度の実施など、マンションの
管理組合等による適正管理を促進する

基本方針（９）持続可能な住環境の実現

取組内容 ⑱地域と協働・連携した住環境づくり

＜追加内容＞
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■ 実施期間は１２月１日～１月９日の４０日間

■ 改定案を市の窓口やホームページ上で公開し、意見を募集

■ 結果、意見等の提出はありませんでした

住宅マスタープランの改定（マンション管理適正化推進計画の策定）にあたり、
広く市民の意見を反映するため、海老名市市民参加条例第９条の規定に基づき、
パブリック・コメントを実施

期 間 令和５年１２月１日（金）～ 令和６年１月９日（火） ４０日間

周知方法 広報えびな（１１月１５日号）及び市ホームページ

閲覧方法 市役所（住宅まちづくり課窓口・情報公開コーナー）、市ホームページ

意見提出
郵送、ファックス、市ホームページ、市公式LINEからも可能
※電話やメールでの対応は不可

（１）マンション管理適正化推進計画の策定について
パブリックコメントの実施結果
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令和５年度
７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

第１回
審議会

計画案
パブリック・コメント

骨子
作成

計画案
修正

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

適
正
化
推
進
計
画
の
策
定

答
申

最終
調整

■ 住宅政策審議会での答申を受けて、最終調整を実施

■ 令和５年度中にはマンション管理適正化推進計画を策定

■ ４月以降、計画に基づき施策を展開し、管理の適正化を促進

（１）マンション管理適正化推進計画（案）について
今後のスケジュール

第２回 審議会
計画案を審議

第３回 審議会
計画案に関する答申

計画案
作成
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■ 各マンション管理組合等の管理計画を市が認定する制度
今回作成するマンション管理適正化計画内の認定基準に基づき判定を実施

■「適正管理の好循環が生まれることによる市場評価の維持」や
「融資の金利優遇」等の認定に伴う管理組合等のメリットがある

■ 管理計画の認定はマンションの適正管理を促すことから、
マンションの区分所有者・居住者のみならず、近隣住民にもメリットとなる

管理計画の認定

市場評価管理の適性化

管理意識の向上

購入の目安
適正管理の証明

市場評価の維持
意識向上により
更なる適正化

管理の適正化により
認定されやすくなる５年更新

市

マンション
管理組合等

＜認定基準＞

修繕・管理方法

資金計画
（修繕費積立等）

管理組合の
運営状況

指針への
適合状況 など

申
請

申請・認定の流れ 管理計画の認定メリット

認
定

■ 適正管理が行われるため区分所有者・居住者・近隣住民にもメリットとなる

■ 融資などの金利のメリット等の金銭面での支援も存在

■ 推進計画を作成した市に、
管理計画等を添付して申請

■ 基準を満たす計画を市が認定

（２）マンション管理計画認定制度について
制度概要・申請手続き① 〜認定制度の概要〜

その他のメリット
○ フラット35の

金利引き下げ

○ 共用部のリフォーム
融資の金利引き下げ

○ マンション
すまい・る債の
利率上乗せ

○ マンション
長寿命化促進税制

管理計画認定制度の概要（イメージ）

適正管理の好循環
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■ 本市は申請時に、マンション管理センターによる適合確認通知書を必須とする予定

■「適合確認通知書の依頼」から「本市への認定申請」までオンライン申請を予定
（マンション管理センターの「管理計画認定手続支援システム」を活用）

（２）マンション管理計画認定制度について
制度概要・申請手続き② 〜申請の流れ〜

ス
テ
ッ
プ
１

ス
テ
ッ
プ
２

事前確認

認定申請
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申請者
（管理組合等）

マンション管理センター
（管理計画認定手続支援システム）

マンション管理士

③認定基準に適合している確認

②申請書類の
事前確認依頼

④適合確認通知書
の発行

①管理計画認定制度に関する
申請について集会で決議

申請者
（管理組合等）

海老名市
⑤認定申請

⑦認定通知書の発行

⑥申請書類等の審査

※事前確認（ステップ１）を行わず、海老名市への直接の申請は不可とする予定です。
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令和５年度 令和６年度
２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

適
正
化
推
進
計
画
の
策
定

計画の
最終調整

■ 計画内容・認定制度の周知を実施（市ＨＰ・各管理組合等への案内等の郵送を検討）

■ ４月以降は認定制度の運用開始に向けて関連団体との調整等を実施

■ １０月１日より認定制度の運用を開始する予定
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（２）マンション管理計画認定制度について
今後のスケジュール・周知方法

認定制度実施に向けた
事務手続き・準備

関連団体との
調整・連携

計画策定・認定制度に
関する周知の実施

認定制度運用開始
(10/1予定)



資料２ 住宅マスタープラン（改定案）

































































































































































































 参考資料１ 













〇海老名市住宅政策審議会条例 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成30年６月19日 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　条例第34号 

　　　海老名市住宅政策審議会条例 

　（趣旨） 
第１条　この条例は、海老名市住宅政策審議会の設置、組織、運営等に関し、必要な事
項を定める。 

　（設置） 
第２条　市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議するため、海老名市住宅
政策審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

　(１)　住宅政策に関すること。 
　(２)　市営住宅の管理、運営、活用及び入居者管理に関すること。 
　（委員） 
第３条　審議会の委員は、10名以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
　(１)　学識経験者 
　(２)　弁護士 
　(３)　司法書士 
　(４)　市民 
　(５)　前各号のほか市長が必要と認める者 
２　委員の任期は、２年とする。ただし、再任することができる。 
３　委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
　（会長及び副会長） 
第４条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 
２　会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 
３　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務
を代理する。 

　（会議） 
第５条　審議会の会議は、会長が招集し、会長は会議の議長となる。 
２　審議会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 
３　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するとこ
ろによる。 

　（意見の聴取等） 
第６条　審議会は、必要があると認めたときは、委員以外の者に会議への出席を求め、
その説明又は意見を聴くことができる。 

　（委任） 
第７条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議
会に諮って定める。 

　　　附　則 
　（施行期日） 
１　この条例は、平成30年７月１日から施行する。 
　（海老名市市営住宅運営審議会条例の廃止） 
２　海老名市市営住宅運営審議会条例（平成９年条例第25号）は、廃止する。 
　（海老名市非常勤特別職等の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 
３　海老名市非常勤特別職等の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和31年条例第
40号）の一部を次のように改正する。 

　　別表第２市営住宅運営審議会委員の項中「市営住宅運営審議会委員」を「住宅政策
審議会委員」に改める。 

　（海老名市市営住宅条例の一部改正） 
４　海老名市市営住宅条例（平成９年条例第24号）の一部を次のように改正する。 
　　第２条第６号を次のように改める。 
　　(６)　住宅政策審議会　海老名市住宅政策審議会条例（平成30年条例第34号）の規

定により設置された審議会をいう。 
　　第９条第３項中「市営住宅運営審議会」を「住宅政策審議会」に改める。 
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役　職 委　員　氏　名

【学識経験者】

海老名市社会福祉協議会会長

【学識経験者】

神奈川県建築士事務所協会

【学識経験者】

宅建協会　県央東支部支部長

【学識経験者】

会長 元市議会議員

【学識経験者】

副会長 大学特任准教授

【学識経験者】

神奈川県マンション管理士会

【学識経験者】

神奈川県行政書士会　海老名・座間支部

【弁護士】

市顧問弁護士

【司法書士】

神奈川県司法書士会

【市民】

市民公募委員

3 下郡山
シモコオリヤマ

　永一
エイイチ

海老名市住宅政策審議会委員名簿

1 前田
マエダ

　洋子
ヨウコ

2 小池
コイケ

　正宏
マサヒロ

4 氏家　康太
ウジケ   ヤスタ

5 後藤
ゴトウ

　純
ジュン

6 岡本
オカモト

　恭信
ヤスノブ

10 遠藤
エンドウ

　治夫
ハルオ

任期：令和４年7月1日～令和６年6月30日

7 石黒
イシグロ

　祐
ユウコウ

功

8 橋田
ハシダ

　健次郎
ケンジロウ

9 鴨志田
カモシダ

　勝則
カツノリ
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